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【背景と目標】 

宮崎県では、平成 11年度以降「学校事務」として

の新規採用枠がなくなり、現在の学校事務職員の多

くは知事部局の「一般事務」「一般行政」で採用さ

れ、学校へ出向している状況です。平成 29年度から

「教育行政」として採用が始まりましたが、この長

期間の空白（約 20年）は、学校事務のキャリアを持

つ人材の枯渇を意味しています。知事部局からの出

向者は３年周期で本庁に戻ることが多く、学校に再

び勤務する職員はまだ増えていません。 

その結果として、学校事務職員の中で経験の浅い

職員の数は年々増加し、反対に指導ができるベテラ

ン職員の数は減少しています。このような状況にも

かかわらず、県教委主催の「学校事務」の初任者に

対する実務研修は、教育事務所が実施する年３回の

みで、大部分は各共同学校事務室の OJTに委ねられ

ています。もともと室長は OJTのために、研修資料

の選定や作成、場所の確保、方法の検討など、莫大

な時間と熱量を必要とする労力を個別に負っていま

した。加えて、学校経験の少ない人材が室長に配置

される人事が増えたことで、初任者を育てる研修の

困難さが強まりました。 

都城市は令和元年（2019年）から共同学校事務室

をスタートさせましたが、都城市共同学校事務室室

長会(以下、室長会)は、このままでは初任者が適切

な仕事の方法を覚えることができず、学校運営でも

混乱すると、現状の人材育成に危機感を抱きました。

そこで「未来の学校事務職員をつくるために必要な

投資」として、室長個人の負担ではなく組織的な対

応により、初任者へ統一された知識と実務能力を効

率的に学ぶ機会を提供することを目標としました。 

【協働・取組】 

室長会では、都城市内の事務職員からのアンケー

ト結果を基に課題を整理し、室長をグループ分けし

て課題解決に取り組みました。そのグループの１つ

として、新任事務職員（知事部局採用者を含む）へ

の支援を目的とした「OJT検討班」を設置しました。

私はこの班長として初任者への研修に向き合うこと

になりました。 

１．研修体制の構築 

初任者への実務研修は共同学校事務室の室長へ丸

投げされており、その負担を軽減し効率的に行うた

め、「まとめて研修したほうが効率的ではないか」

という発想で、OJT検討班に所属する室長が協力し、

合同で研修を行うこととしました。 

２．研修の段階的な充実 

初年度（令和２年）は、学校事務の業務の中で特

に理解に苦労すると想像できる業務の、「年末調整」

「共済検認」「事後確認」の３つの実務テーマに絞

り、10月初旬に参集形式（対面）で実施しました。

都城市の事務職員としての研修と位置づけ市教委主

催で開催しました。しかし今まで無かった研修であ

り、初任者用の資料も存在しなかったため、OJT 検

討班の室長３名で資料を作成し、講義を行いました。

参加者からは「分からなかったことを教えてもらっ

て助かった」「役に立った」との肯定的な感想が得

られ、継続的に取り組むことが室長会で決定しまし

た。 

２年目はコロナ禍を考慮し、参集しないオンライ

ン形式（Google Meet）で開催しました。内容は初年

度と同様の３テーマでした。 

３年目以降（令和４年～）は室長会からの要請に

より研修がさらに充実しました。４月から毎月１回

オンライン研修を実施し、内容を「基本的研修」と

「実務的研修」の２つに分類しました。 

〇 基本的研修 

・基本的知識や根本的意識に関する内容 

「学校事務職員の存在意義」「事務研究会」 

「事務職員の経験談」 

〇 実務的研修 

・具体的な業務に関する内容 

「児童手当」「旅費」「年末調整」「共済検認」 

「事後確認」「年度末年度当初処理」「人事異動」 

「臨時的任用講師の事務処理」 

「臨時免許状の事務処理」 

令和６年度には作成された資料が市の共有フォル

ダに保存され、都城市内の事務職員であれば初任者

以外も研修を受講できる環境を用意しました。また、

組織の力で未来を創る 

～室長会による「初任者研修」への挑戦～ 
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県内ブロック長や都城市外の室長にも講師を依頼

し、広い見識を取り入れるように工夫しました。 

令和 7年度は教育事務所の研修担当者もオブザー

バーで参加し助言をもらうことができました。実施

回数は減らしましたが、都城市外の初任者の参加を

受け入れており、参加者が増加しています。 

３．研修資料 

 研修資料には、室長会で作成した『学校事務初任

者サポートマニュアル（都城市用）』のほか、『パ

ンフレット共同学校事務室の意義』（国立教育政策

研究所 教育政策・評価研究部長 藤原 文雄氏作成）

や、全事研で発表された『事務職員の歩き方』（山

口県公立小中学校事務職員研究会作成）などの外部

資料も活用しています。 

【成果と課題】 

成果 

１．組織力の活用と底上げ 

都城市の初任者研修が定着した最大の要因は、共

同学校事務室という組織を徹底的に活かした点にあ

ります。室長同士がお互いをフォローしあい、個人

の得意分野を活かすことで、個々の室長の負担を軽

減しつつ、都城市全体の事務職員の質を底上げする

ことができました。 

２．学習の標準化と効率化 

１人の室長が向き合う OJTでは学ぶ内容や判断基

準が異なってしまう可能性がありますが、室長会と

いう組織で統一した学びに変えたことが、学習の標

準化と効率化につながり、初任者研修の内容の充実

にもつながりました。また、研修の資料作成や準備

に必要な労力の負担軽減にもつながっています。 

３．初任者の意識向上と不安解消 

受講した初任者からは、「資料がわかりやすく、

概要だけでなく記入内容や注意点、大体の締切日な

どを知ることができたのがすごくありがたかった」

「初めての業務でわからないことが多く、戸惑って

いたところに、このような研修をしていただけてと

ても助かりました」といった具体的な感謝の意見が

得られました。初任者が「学校事務」という職に本

気で取り組んでくれたから、抱えている不安が解消

されたのだと感じています。 

４．知識の共有と波及効果 

作成した資料を都城市内のみならず、現在では宮

崎県内の事務職員に事務研究会を通して公開してお

り、広域的な波及効果が期待されます。 

課題 

研修を実施するためには多大な準備時間と熱量が

必要であり、個々での対応には限界があります。「OJT

検討班」の取組により組織的な対応が可能となりま

したが、研修内容の更新や、講師を務める室長の負

担を継続的に軽減していく仕組みづくりが求められ

ます。また、共同学校事務室の室員として配置され

ている市会計年度任用職員など、まだチームとして

十分に活かされていない人材へのオンデマンド研修

用の資料作成など、さらなる研修の拡充も検討して

いますが具体的な実施に至っていません。 

【教訓】 

これからの学校において事務職員が活躍していく

ためには、今までやってきたことだけでは不十分で

す。私たちは、この組織的な初任者研修の取組を通

じて、以下の教訓を得ました。 

１．組織的な連携と可視化 

共同学校事務室という組織を最大限に活かし、市

町村教委など他の組織とも連携を図ること。そして

具体的な取組に対する「良い」という意識を共有さ

せ、実際に目に見える形で実現することが必要です。

まずは小さなことからでも「やってみる」姿勢が大

事です。 

２．未来への投資と工夫する楽しさの追求 

初任者研修は、将来学校現場で働く事務職員を育

てるための「未来に必要な投資」です。誰かがやら

ないといけないことで、必要があっても苦しいもの

です。それならば、なおさら前向きに楽しく向き合

いたいものです。困難な取組への姿勢は、アプロー

チの仕方を変え、自分も楽しめるような、「わくわ

く」できるような工夫をすることが重要です。 

室長会は、この取組を通じて、宮崎県の学校事務

の歴史を後世に引き継いでいくための確かな一歩を

踏み出すことができたと感じています。 

諸先輩からのバトンを後継に渡しつなぐ役割を私

もできているのならば嬉しいです。 

補足情報： 

〇その他の「OJT検討班」の取組 

・都城市教職員の合同研修（教職員 1,500人対象、

オンライン、福利厚生がテーマ） 

・室長研修（都城市外の先輩事務職員を講師とする

「組織マネジメント」研修） 

〇その他の都城市室長会「学校運営支援・教育支援

検討班、業務改善検討班」の取組 

・学校改善の提案、都城市学校管理運営規則の改訂

案作成、準公金マニュアルの更新と支援、学校事務

初任者サポートマニュアルの更新、就学援助の電子

申請・ネットバンキング利用の研究。 
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別添資料①初任者研修年間計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料②初任者研修 一部抜粋：事後確認 

  

 

 

 

 

 

 

 

別添資料③学校事務初任者サポートマニュアル 

一部抜粋：目次 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料④初任者研修 一部抜粋：年末調整 
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別添資料⑤初任者研修  

一部抜粋：基本研修 事務職員の存在意義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料⑥初任者研修  

一部抜粋：基本研修 リフレクションシート 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


